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 ＩＦＲＳの導入について
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 ２０１４年度 第１四半期の実績

 売上収益は、前年同期比 ２４２億円増収の ２，４６２億円、

事業利益は １３８億円増益の ２３５億円、

営業利益は、事業利益の増益に加え、

年金制度改定にともなう過去勤務費用減少の影響 約３００億円により、

前年同期比 ４７２億円増益の ５４６億円、

四半期利益は ４１６億円増益の ４６５億円。
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 第1四半期業績のポイント
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 第1四半期業績のポイント
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 第1四半期業績のポイント
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 事業セグメント別の四半期売上収益推移

 情報関連機器セグメントが、１９３億円の増収、

デバイス精密機器セグメントが、２１億円の増収、

センサー産業機器セグメントが ３１億円の増収となり、

会社トータルでは、２４２億円の増収。

 当四半期の売上収益の為替影響は、

６８億円のプラス影響。
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 情報関連機器事業セグメントの第１四半期 売上収益の前年同期比較

 当セグメントでは、全ての事業が円安による効果があった。

 プリンティングシステムは、９１億円の増収。

 インクジェットプリンターは、
ビジネスモデルの転換を進めているエマージング市場の販売数量が、

従来のインクカートリッジモデルから大容量インクタンクモデルへのシフトを

進めたことにより増加したこと、ならびに商業プリンターの販売拡大により、

前年に対し本体数量はプラス６％となったことに加え、

消耗品が北米におけるオフィス向け本体のＭＩＦ増加の効果などにより売上増となり、

事業全体では増収。

 ページプリンターは、消耗品の減少により減収。

 ビジネスシステムは、ＳＩＤＭが、
米州・欧州を中心に数量減となったものの、

POS関連製品が、欧米や中国市場において堅調に推移したことに加え、

カラーラベルプリンターなどのノンレシート分野が欧米市場における

用途拡大への取り組み成果で数量増となったことにより、増収。

 ビジュアルコミュニケーションは、
プロジェクター市場が欧州における市場拡大など、市場の下げ止まり感がみられる中、

米州、アジア市場の教育向けを中心に、全市場において堅調に推移し、

販売数量がプラス２２％となったことにより、四半期最高の販売数量を達成し増収。
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 デバイス精密機器事業セグメントの第１四半期 売上収益の前年同期比較

 マイクロデバイスは、
水晶が、基地局向けなど、高付加価値商品の数量増はあったものの、

ＡＳＰ低下などによる影響で減収となったが、

半導体が、シリコンファンドリを中心に内需、外販も堅調に推移したことにより、

増収。

 プレシジョンプロダクツは、ウォッチ事業において、
国内向けブランド完成品が堅調に推移し、増収。



 販売費及び一般管理費の四半期推移

 為替の円安影響に加え、

業績連動にともなう、人件費の増加や、

情報関連機器を中心とした販売促進費などが増加したものの、

効率的な費用執行に努めたことから、

売上収益に占める販売費及び一般管理費の比率は、

前年同期を下回る水準。
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 事業セグメント別の四半期事業利益推移

 当四半期における、為替の円安効果は、会社トータルで

前年同期比 約２７億円 のプラス影響。

 情報関連機器は、前年同期比 １３８億円増益の ３０２億円。

 インクジェットプリンターは、

本体のモデルミックスおよび平均販売単価の改善、ならびにコストダウンの進展と、

消耗品の増収により、大幅な増益。

 ビジネスシステム、ならびにビジュアルコミュニケーションも、

増収により増益。

 ページプリンターは、減収により減益。

 デバイス精密機器は、

マイクロデバイスの水晶が減収となったものの、半導体が増収となったこと、

ならびにプレシジョンプロダクツのウオッチが増収となったことにより、増益。

 センサー産業機器は、

センシングシステムは新商品投入に向けたコスト増があったものの、

インダストリアルソリューションズのロボットなどの増収により、増益。

12



 事業利益の前年同期比の要因分析

 ２０１３年度 第１四半期の事業利益 ９６億円 に対し、

価格変動や、販管費の増加があったが、

数量変動やコスト変動、為替影響などの増益要因により、

四半期事業利益は ２３５億円。
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 財政状態計算書の主要科目

 資産合計は、棚卸資産の増加があった一方で、

現金及び現金同等物ならびに

売上債権及びその他の債権の減少などにより

前期末に比べ５２億円減少。

 棚卸資産については、

年末の商戦期に向けた生産数量の増加に加え、

欧州販売会社のシステム変更にともなう一時的な対応もあり

前期末に比べ増加したが、

前年の６月末と、ほぼ同じ在庫回転日数を維持。
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 財政状態計算書の主要科目

 有利子負債は、

社債の償還などにより、前期末に比べて ７０億円減少し、

資産合計の有利子負債依存度は ２３．６％。

ネット有利子負債は、１２５億円となり、前期末から３４億円増加。

 なお、今年度中にネットキャッシュプラスになる見込み。

 親会社の所有者に帰属する持分は、

当期の業績などにより、前期末に比べて ４０７億円増加し、その結果、

親会社所有者帰属持分比率は ４４．６％。
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 ２０１４年度の業績予想

 売上収益は、前回予想を ３００億円上回る １０，４００億円、

事業利益は、７０億円上回る ９２０億円、

営業利益は、１６０億円上回る １，２００億円、

当期利益は、２００億円上回る １，０００億円に修正。

 第２四半期以降の為替レートの前提は

ＵＳドルは １００円、ユーロは１３５円 に、据え置き。

 なお、ＩＦＲＳの適用に際して構築した連結会計システムにより、

為替影響額の算出方法をより精緻なものに変更した結果、

１円の円安に伴う年間の事業利益への為替感応度を、

ＵＳドルは従来の２億円から３億円に、ユーロは従来の１２億円から ８億円に、

それぞれ変更。
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 ２０１４年度業績予想のポイント



19

 ２０１４年度の事業セグメント別売上収益予想ならびに上期 / 下期別の内訳

 上期の会社トータルの予想については、

第1四半期に引き続き、第２四半期も堅調に推移することが

見込まれることから、上方修正。

 下期については、

デバイス精密機器は下方修正するが、

情報関連機器の上方修正により、

会社トータルでも上方修正。
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 情報関連機器事業セグメントの事業部門別売上収益予想の内訳

 ビジュアルコミュニケーションは、

前回予想を ５０億円上回る、１，７６０億円を予想。

 プロジェクター市場は、

ほぼ前年並みの数量規模で推移するという見込に変化はない。

引き続き、当社は、短焦点や高輝度分野など高付加価値商品を強化すると同時に、

オフィス、教育、ホームに適した商品を提供していく。

下期は前回予想並みの数量を見込むが、

上期の数量成長を織り込み、

通期は前回予想の５％から、今回は７％程度の数量成長を前提として、上方修正。
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 プリンティングシステム事業の製品別売上収益予想

 前回予想を １３０億円上回る ６，７６０億円を予想。

 インクジェットプリンターは、

引き続き戦略に基づいた施策を展開し、

大容量インクタンクモデルの着実な進捗を見込むとともに、

来年度以降の業績拡大につなげるため、

消耗品売上貢献度が高い先進国のインクカートリッジモデルにおける、

戦略的なＭＩＦ拡大への積極的な取り組みにより、

通期の本体数量は、前回予想並みの プラス８％を見込む。

 ビジネスシステムは、

SIDMは、中国での徴税向けの安定的な買い替え需要をベースに、

需要の減少が見込まれる地域では、案件を確実に取り込むとともに、

ＰＯＳ関連製品は、カラーラベルなどのノンレシート分野での開拓を進め、

通期では、前回予想並みの売上収益を見込む。
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 デバイス精密機器セグメントの事業部門別売上収益の内訳

 マイクロデバイスは、

水晶は、前回予想並みを見込むが、

半導体は、上期への一部需要の前倒し影響を織り込み、

下期の売上収益を見直し。

 プレシジョンプロダクツは、

下期は前回予想並みを見込む。
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 マイクロデバイス事業の製品別売上収益予想の内訳
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 事業利益の事業セグメント別予想と、上期 / 下期別の内訳

 上期の会社トータルの事業利益については、

第１四半期に引き続き第２四半期も堅調に推移することが見込まれることから、

上方修正。

 下期は、情報関連機器セグメントでは、

ビジネスシステムと ビジュアルコミュニケーションは、

前回予想並みを見込む。

一方、インクジェットプリンターにおいては、

前回予想でも織り込んだ、オフィス向け分野での費用投入に加え、

先ほど説明した、来年度以降の消耗品売上を加速させるための、

戦略的なMIF拡大への取り組みに対応したコスト増、

ならびに、下期の本体生産数量の増加などの影響を織り込み、

前回予想から下方修正。

 デバイス精密機器は、売上予想の見直しにともない、下方修正。

 センサー産業機器は、前回予想並みを見込む。

 以上の結果、下期は会社トータルで下方修正を行うものの、

通期の事業利益については、

前回予想の８５０億円から９２０億円に上方修正。



 設備投資と減価償却費

 設備投資は、案件の厳選により、前回予想の５５０億円から５２０億円に

減価償却費は前回予想の ４４０億円から４５０億円に、

それぞれ見直し。

 減価償却費は、前回予想の日本基準から、

今回予想のIFRSへの変更により、

資産化した研究開発費の償却費発生分などにより増加。
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 キャッシュフロー

 業績予想の修正ならびに、設備投資の見直しにより、

営業キュッシュフローは前回の１，１２０億円から １，１８０億円に

投資キュッシュフローは ５７０億円から ５３０億円に

フリーキャッシュフローは５５０億円から ６５０億円に見直し。
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 主な経営指標

ＲＯＳは ８．８％

ＲＯＡは １０．２％

ＲＯＥは ２４．６％
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